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はじめに 

 

本書は、地域情報プラットフォームを導入する自治体向けに調達、構築の指針をまとめたものである。

本書の内容は、以下の標準仕様書に基づき作成されている。 

｢アーキテクチャ標準仕様 V3.2｣ 

｢プラットフォーム通信標準仕様 V3.2」 

｢地域情報 PF 準拠確認及び相互接続確認仕様 V3.3」 

｢自治体業務アプリケーションユニット標準仕様 V3.3｣ 

標準仕様を補完する内容も含まれることから、標準仕様の理解をより深めることができる。 

 

自治体が、地域情報プラットフォーム標準に基づくサービス基盤の調達・導入を円滑に行えるよう、

本書には、実際の調達実務において具体的に検討すべき事項やその検討作業の実施手順と、標準仕様に

基づいた基盤の調達仕様書の作成を支援するために、その作成に必要となる事項を記載している。 

 

また、標準仕様策定にあたって検討された設計、開発、調達、運用に係る留意事項が記載されている。

これらの内容は、情報システムに係る調達についての各自治体での調達事例等や、民間での取り組みを

踏まえて取りまとめており、この標準仕様が全ての自治体にそのまま適用できるものではないが、導入

自治体の指針となるものである。 

 

調達者におかれては、調達実務を遂行するに当たり本書を参考としつつ、調達における課題解決やリ

スク低減等のための工夫を積み重ねていくことが重要である。また、実際の各自治体での基盤調達の

個々のプロジェクトの実施に当たっては、調達担当は、受注者との役割分担を明確にし、発注者として

の責務を適切に果たしていくことが特に必要であることを踏まえたうえで、本書を活用していただきた

い。 

 

なお、本書は、自治体の調達者に活用されることを目的として作成しているが、地域情報プラット

フォーム対応製品を開発、構築、販売する民間企業のベンダにおいても、調達指針の理解および、マル

チベンダ構成をする際の業務システム間連携方法の検討の一助となるものである。 
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